【パネルディスカッション】
パネラー：
　一般社団法人 全日本航空事業連合会 小泉 慎一郎
　一般社団法人 日本UAS産業振興協議会(JUIDA) 鈴木 真二
　株式会社 SkyDrive 坂牧 隆夫
　そらいいな株式会社 土屋 浩伸
モデレーター：
　国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構(JAXA) 久保 大輔

論点：
· 有人航空機と無人航空機の間の情報共有（手段、関係者との連携体制）
· 低高度空域での安全確保におけるポータブルADS-Bの活用（課題、業界での取組み）
· その他、参加者からの質問

主な議論は以下の通り。

· 有人航空機と無人航空機の間の情報共有における手段について
· JAXA 久保：まず情報共有に関して、現状の有人機と無人機の安全担保としては、無人機がNOTAMで登録されていたり、目視外飛行を行う場合には関係者に事前連絡して調整されたりしているが、現状はアナログな連絡手段が必要になってくるため、有人機・無人機両者の負担になっているのではないかと思っている。この論点に関して、有人機と無人機の運航者の方から感触をお伺いしたい。
· 全航連 小泉：現在、無人機の情報は、DIPS情報を人的に集約して有人機に対して航空情報として提供したり、全航連を通してメールベースで無人機が飛行するエリア等の情報を提供したりしているが、人的な負荷と提供された情報が実際にリアルタイムに飛行する有人機に対して直ちに反映できていないため、リアルタイムに自動的に無人機の情報が有人機側に流れるシステムがあることが望まれる。
· そらいいな 土屋：弊社は五島列島における飛行において、NOTAMの発行、DIPSへの登録に加えて、不定期に飛行する有人機事業者やドクターヘリ、防災ヘリ等の運航事業者と消防を通じた連携をしている。現状五島列島は閉じた空間になっているが、将来的にレベル4における飛行が実現した上での事業展開を考えると、特定の事業者以外の事業者がいつでも入れる場所となってくるので、無人機から有人機への情報連携は自動化、かつリアルタイムで負荷なくできる体制が無人機側の安全運航、ひいては有人機関係者へ迷惑をかけない体制の構築においても重要な観点になると思っている。

· 有人航空機と無人航空機の間の情報共有における関係者との連携体制について
· JAXA 久保：五島列島においては、そらいいな殿の努力によって、ステークホルダーとうまく連絡関係を作られたのは非常に素晴らしい。一方、それを全てのエリアでやっていこうとすると時間も労力も非常にかかってしまうだろう。先の発表にあった万博に関しても、ある程度、限られたステークホルダーでの調整だったとは思うが、飛行関係者との連携やコミュニケーションではどういった課題があったのか。
· JUIDA 鈴木：空飛ぶクルマの試験飛行とドローンの飛行の間で事前の連携体制が全く構築されていなかったため、連携の仕組みを作ること自体にかなり時間を要した。有人機と無人機の関係者間では日頃の交流もあまりない中で、万博という限られた場所ではあったが、その連携構築の仕組みを一から作ることにかなり苦労した。
バーティポートの中に無人機運航チームは入れなかったということもあり、実際の運航管理は非常にアナログ的な方法によらざるを得なかった。空飛ぶクルマ以外の有人機との連携はより難しく、遊覧飛行や報道飛行の有人機の情報の入手もかなり大変だった。今後、低高度の空域の有効な活用を考えていく際には、情報の共有がまずは必要だろう。
万博だけでなく、災害時に緊急用務区域が設定されることで一般のドローンは飛行禁止となるが、自治体等から要請を受けた場合は飛行することができる。災害時の自治体等の要請に基づくドローンの飛行について、JUIDAとして色々なサポートを行っているが、災害時においても自衛隊や警察、消防等のヘリとドローンとの間の飛行の調整をしなければいけない。この辺りはまだアナログ的な手法に頼らざるを得ないため、うまく情報共有ができるシステムを持っておくことが重要だと思った。
· JAXA 久保：そういった仕組みを個々の事業者でゼロから作っていくのは大変だと思うので、そらいいな殿やJUIDA殿がこれまでの取組みを通じて経験されたこと、またJAXAも有人機と無人機の知見を持っているので、そういった経験を持っている関係者間で情報を蓄積して、応用のきくような一般的な情報連携の仕組みを作っていく取り組みが必要

· 低高度空域での安全確保におけるポータブルADS-Bの活用に向けた課題や業界での取組みについて
· JAXA 久保：低高度の安全の実現の観点で、本日の議論でも挙がっているADS-Bのような装備を載せることで一定のコスト負担も発生するため、事業者の理解を得て取り組みを進めていくにはより議論が必要である。また、海外では補助金などの制度整備により搭載が進んでいるため、当局においてもそういった検討をしてもらいたい。この論点について、業界からのアプローチとしてどういった取り組みがあり得て、かつ相手方に期待するのはどういったところなのかについて、有人機の業界団体を代表して全航連殿、無人機の業界団体を代表してJUIDA殿からご意見をいただきたい。
· 全航連 小泉：有人機側の既存の装置として実際に航空機の装備品として搭載されているADS-Bは高価なので、機齢が30～40年などの相当古い機体に新しいADS-Bを載せることは現実的ではない。管制では使わないポータブルADS-Bをドローンとの衝突防止のために搭載することは有効と認識しており、万博では実際に全航連側から機体を提供し、ポータブルADS-B搭載に関する実証に参加した。ポータブルADS-Bの搭載を広めていくためには、機器のコスト感と、実際に装備するための手続きの手間を緩和していくことが必要と感じた。
· JUIDA 鈴木：有人機と無人機、または無人機同士で安全な運航を確立していくためには、ポータブルADS-BやリモートIDのようなセンシングシステムや、取得した情報を共有するデジタル化されたシステムとともに、実際の衝突に至るような事態が起きたときにどのような対応をすればいいのかといったルール作りにおける標準化が必要であり、そういった取り組みが今後求められると感じている。
JUIDAは従来からドローンの操縦技能のライセンスだけではなく、運航管理者の教育も行ってきたが、今後、さらに有人機団体と密に連携しながら、有人機との情報連携におけるプロシージャを確立していきたいと考えている。関連して、全航連とJUIDAで今後連携協定締結予定のため、有人機、無人機の文化の異なる業界同士で理解し合うことから取り組んでいければと思っている。
· JAXA 久保：有人機・無人機の双方での必要な取り組みを合意して、安全確保に向けてそれぞれが担うべき役割を理解しながら連携ができるような形を業界で広めていければよいと思う。

· 参加者からの質問について（当日回答）
· 「リモートIDの動態監視は現状局地的な監視のみか。今後より広域的な動態監視は可能になるのか。」
· 万博において、リモートIDは万博会場での局地的な監視となるが、そのデータ自身は遠隔でも確認できるため、今回も東京にいて万博会場の様子を確認するといったことが実際に行われた。今後、UTM等の普及が期待されるので、そのようなシステムに接続させることで、より広域的な遠隔からの監視につながっていくと思う。
· リモートIDはもともとセキュリティの観点で作られたものなので、なかなか距離が出ず、監視には適していないところもあるとは思う。前半の質問でも、無人機の動態情報をさらに取得して有人機側に伝えることも必要なのではないか、それによりさらにリスク低減になるのではないかという意見があった。技術的にはより長距離を飛ぶような電波の手段もあると思うが、例えば有人機側で無人機の動態情報を得た場合、それを活用する手段があるのか。
· 有人機側から無人機は見えないという前提で考えると、仮に有人機側にADS-B inを搭載してモニタリングしたとしても、おそらく離隔の間隔が速度も勘案されて設定され、かつ最終的にはDAAで自動的に回避するというシステムがないと、実際には動態情報を有人機側が見られたとしても不完全なものとなるだろう。無人機から有人機への動態情報の共有はあったほうがよいとは思うが、自動で回避するシステムが必要かと思う。

· 「そらいいな社のプレゼンを受けて、五島方面での無人機の運航情報を得ることができ、有人機の安全運航に寄与できると思った。有人機の情報共有について、長崎県内のドクヘリ等の運航者からの電話連絡によって情報共有している事は理解しているが、報道や撮影の飛行機は長崎県以外の関西、関東方面から五島方面に飛行することがあると認識。遠距離からの有人機運航者との情報共有について、どのように対応されているか。」
· 弊社が目視外飛行を実施する際は、他の目視外飛行と同様に、基本的にはNOTAMの発行、航空局のマニュアルに従った業界団体への事前連絡を行う。業界団体への連絡に際して、飛行する日時、経路情報等の詳細を提供しているのが現状である。そうすると、遠距離から飛来し得る機体がゼロであるとは言い切れないところもあるし、加えて自治体としても、自治体内に着陸する場合には自治体から情報入手することで回避はできるものの、自治体内に着陸せずにそのまま戻っていく機体に対してはどうするかが、課題としてある。
これらを踏まえると、最低限マニュアル等で求められることだけをやっておけばいいというわけではない。弊社も今後の事業展開を見据えて更なる安全性を確立するためには、情報の共有という意味では、有人機のパイロットが無人機の動態情報をリアルタイムで見ることはできない中で、それをどうやって負荷なく共有できるかという観点に加えて、機体側の自動動態共有システムをどうするかについて考えていかなければいけないと思っている。
弊社はジップラインという機体を使っている中で、アメリカなどの海外事例も参考にしながら、より安全性を高めるためのDAAの実証もぜひ検討していければと思っている。

· 「仮にFLARMの周波数が変更できて日本でも運用できるようになった場合に、ADS-Bと併用して利活用していく可能性はあるか。」
· FLARMは海外でグライダーなどを中心に広まっている民間企業FLARM社で作られた動態情報共有システムである。FLARMはElectronic Conspicuityの概念の一部で、自機の位置情報の発信機能を有しており、ADS-Bと似ているが、独自規格のものがある。一方で、互換性の問題があり、EASAでは、ADS-BやFLARM、携帯電話を使った情報共有に関する検討の中で、各機器が相互に位置情報を把握できるかどうかという互換性について議論されている。
有人機と無人機が直接情報共有するだけであれば、どの手段でも対応できるが、同じ機器同士の1対1のやり取りだけで終わってしまうと、将来へのアーキテクチャの発展がないので、より多くのユーザーがUTMも含めて幅広く情報共有していけるような全体の絵を描いていく必要があるのではないか。FLARMも活用できる可能性は十分にあるが、どのようにシステムの中の一部として描くのかということは検討しなければいけない。EASAでもここは議論がまとまっていないと認識しており、各動向を把握しながら日本として何が適切なのか本日の意見交換会のような場で様々な方の意見をもらいながら検討していきたい。

· 「SWIMの導入によりNOTAMの可視化が可能となる予定である。DIPSとシステムを統合することはできないのか。有人機運航者側ではDIPSを確認する行為はほぼ行われていないと認識。」
· この質問を受けて、まずはNOTAMの可視化によって一定の利便性向上はあるのか。
· 全航連という立場上、各事業者においてNOTAMを操縦士へどのように展開をされているか分からないが、実態としてはNOTAMを地図情報に全て落として、NOTAMを可視化している事業者様もあると聞いている。しかし、全航連の事業者全てにおいてNOTAM情報とDIPS情報が一つの画面で可視化できているということは、おそらくないのではないかと想定している。
有人機運航者においてDIPSの確認の行為は行われていないということだが、実際には全ての事業者において確認が行われているかどうかはここでは言及できないが、DIPS情報を運航管理者が毎朝取得して、ブリーフィングで操縦士に展開している事業者様もあると認識しているので、全ての事業者で確認が行われていないということではないと思う。
· NOTAMを表示したとしても、それで全部状況認識できて、その情報を使い切れるかというのは、パイロットの方に負担を強いるのも大変かと思うので、NOTAMの可視化に寄せていくのはなかなか難しい方向なのかと思った。

· 「ADS-Bの活用も情報共有に有効だが、VHF無線機を情報共有のツールとして検討するのはいかがか。VFRで飛行する有人機は、レーダー管制等の支援が受けられない環境下で、衝突回避のため、VHF無線機（122.6MHz等）を使用したリアルタイムの情報共有を半世紀以上実施し、安全確保に活用している。例えば、渋谷ローカル JA1234ベル505にて、高度2千ftにおいて渋谷駅周辺で撮影飛行を実施している。法的検討も必要だが、無人機から有人機に向けた位置情報の提供も可能性があると思う。VHF無線機の活用について、どのように考えているか。」
· アメリカだとCTAFと呼ばれる、パイロット同士が情報共有のために自機の位置情報を周辺に発信しながら飛行する仕組みがある。この仕組みで無人機のユーザーが情報を取得出来れば、有人機の飛行位置を把握できる。
私自身、単発固定翼機の100時間飛行経験があり、航空管制の通信も習ったが、非常に取り扱いが難しいと認識しており、これを無人機運航者で実施するのは難易度が高いかと思う。
· 無線による有人機とのコミュニケーションはルワンダで実施している。ジップラインの技術を日本に導入するうえで、1カ月間ルワンダで研修をした際に、ルワンダではドローンの飛行前に国に対して連絡して許可をもらって飛ばす必要があった。この時、定期的に拠点側から無線でコミュニケーションをしたり、飛行するヘリとの連携も行っていた。無線の取り扱いにはある程度トレーニングが必要ではあったが、やってやれないことはないレベルなのだろうと、ルワンダの事例を通じて感じている。
あとは、その有効性を確認した上で、無人機の飛行においてどういう連絡に対してはどう反応するというルール作りが一つポイントになるかと思う。
· ルワンダの事例では、ドローンの運航自体を有人機のパイロットに航空無線で周知するということが含まれていたか。
· その通り。航空無線の周波数で10～30分に1回程度、管制の担当者が呼び掛けを行っていた状況で、呼びかけに対して反応があったときに連携するといった形であった。
· アメリカでは、飛行場のATISにドローンの飛行情報が伝達されることがあるが、全てのドローンの飛行情報を無線に乗せ始めると相当な量になるため、航空通信の混雑が出てくると想像する。
· 情報の出どころが公的な管制であれば、無人機側で実際にモニタリングしなければいけない周波数帯は概ね1波か2波なので、有効な手段になると思う。ただし、有人機と無人機の機体の数を考えた場合、無人機の運航情報が有人機側の無線に入ってくるとなると、パイロットはかなり混乱すると思う。したがって、有効ではありつつも情報の整理の仕方次第である。有人機側での飛行ルールが混乱して別の問題が起きてしまうと問題なので、ドローン側の情報が多すぎるとパイロットのみではさばききれないのではないかと感じるが、一案としてはありかと感じた。
· JUIDAによる万博の運航管理では、万博会場周辺は大阪ヘリポートの情報共有のエリアになっているため、そこの周波数をモニタリングしていれば、万博会場周辺に入ってくる航空機の状況把握はできたのではと想像する。ただし、スキルが十分に伴っている人員がいないと対応は難しい。今後、トレーニングも含めて、無線通信の活用も選択肢としてはあり得るのではないか。

· 「ドローンの安全で効率的な運航には、局所的な風や雨といった気象情報が求められるが、将来を含めて、どのような気象データが必要と考えられるか。例えば、現状の気象データでは空間解像度が足りない部分もあると思うが、どのように考えているか。」
· 気象状況については、Windyというアプリを参考に広域の気象の予測を行っている。現状、運航中の許容値としては風速14m/secとしているが、それを1m超えたから直ちに墜落するというものではないという性質上、機体についていている風速センサーによりリアルタイムでモニタリングして、どの方向で何m/secの風を感じているかということは拠点側でモニタリングができる。したがって、Windyレベルの解像度で飛行する半径80kmの五島列島の風向状況等を事前に予測した上で、運航中にリアルタイムのモニタリングで予想から超えている場合がないかを見ながら飛行することで、安全は担保できている状況である。もし超えた場合には直ちに拠点に機体を帰還させる、またはその後の時間帯は飛行させないといった形の運航で、機体限界から安全境地を見た風速で運航しているので、そこは対応できている部分だと思っている。

· 「無人機側との①戦略的な飛行計画調整、②戦術的な回避、のうち、特に①において、様々な課題はあると思うが直近での理想的な姿はあるか。様々な有人機運航者がいる中で、UTMやSWIM、DIPS等、各種ツールは出てきた中で、どういった形が実用的なのか意見を伺いたい。」
· 戦略的な飛行計画の調整については、どのように無人機の方々に展開して、いかに遭遇機会を回避するかということだと思う。その中には、各事業者が有人機で持っている最低安全高度における低空申請の情報、場外離着陸場の情報など各事業者が実際に事業のために必要な個社の情報が含まれている。そのため、各事業者で抵抗があるのは、それら個社の情報を開示するというところではないかと感じている。しかし、実際に空を共有する全ての方々が、低空申請や場外離着陸情報の情報を分からずに、ただリスクだけは増えるような展開の仕方をして遭遇機会を避けていくということを、無人機の運航者それぞれがまず理解するフェーズと感じている。
そのために、JUIDAと全航連が実際に連携協定などを結び、各課題に対してどのような取り組みが必要かという今後の議論の中で、戦略的な情報の発信も含まれていると思う。まずは全航連側の自分事として考えると、この課題感を関係者で共有して何をしなければいけないか、一歩踏み出すというところが現在地ではないかと感じている。
· 非常に建設的で前向きな意見に感謝する。様々な情報を活用できる可能性はあるが、関係者の理解を得て進めていかなければいけない。個別の運航者の重要な情報なので、情報の秘匿化やデータ処理をして、安全に関わるところだけを配信するなど、考え方、技術面でも取り組んでいなければいけない。
そういった情報共有の観点では、戦略的なところで、空飛ぶクルマであれば飛行計画をまず共有するということが今回の万博でも行われた。近い将来はVFR運航かと思うが、空飛ぶクルマの運航では詳細な飛行計画を事前に共有いただけるような可能性はあるのか。
· 空飛ぶクルマではフェーズを分けており、直近、フェーズ0からフェーズ3に向かうまでの間に飛行計画をどのように提出していくのかは、実はまだ決まっていない。しかし、将来的に中密度運航、高密度運航を行っていく上では、VFRであってもかなり詳細に飛行計画を出して、フライトする前にコンフリクト調整なども行ったオペレーションが必要になってくるのではないかと考えられる。

· 「有人機については全航連だけではなく自家用運航者や官公庁の運航団体についても情報共有及び意見交換が重要かと思うがいかがか。」
· その通り。今回はできる限り関係者の方々に意見交換会の開催の案内をしたが、より多くの方々に参加してもらえるよう調整していきたいと思うので、ぜひ様々な事業者の方々による参加をお願いしたい。

· 「万博での運航管理に適用された手法は、今後他の同様イベントに適用可能なものなのか。更には一般化することが可能な手法であったのか。もし、スケーラブルに拡大できないということであれば、スケーラブルにするために必要な要素は何だと考えるか。」
· 現在行われている冬季オリンピックでもドローンが撮影のために使われており、今後も各種イベントでドローンが使われていく流れかと思う。そういう意味で、万博で今回行ったような運航管理、運航調整が他のイベントでも使えるように、我々が得たノウハウ等も一般化しようと考えている。ただし、システムの整備が一つのネックになっているため、どういうシステムをその場で使えるようにしていくのかは今後関係者とともに考えていく必要がある。先ほど災害の例を紹介したが、先般の山梨県の山林火災の際に、自衛隊のヘリが昼に消火活動を行い、夜間にドローンが熱源を探すということで連携しながら行った。頻繁にヘリコプターが飛ぶ際には、ドローンは飛ばないということで、昼にドローンは飛行しなかったが、鎮火が進んでヘリコプターの飛行も限られてくると、昼もドローンで熱源を探すことに使えるのではないかというところで、お互い連携しながら活動することも今後進んでいくだろう。災害地等でどのように連携していくかというのは重要な課題で、これも一つのイベントと考えて、そういった際の有人機と無人機の連携の仕方も今後さらに進めていくことが必要かと思う。

· 参加者からの質問について（事後回答）
· 「遭遇率マップのメッシュのスケールを知りたい。」
· 民間事業者殿からのご提供データにつき、当該プロットのスケールは非公開とさせていただく。

· 「『エアリスクの全体像、海外動向について』での投影資料P15における戦『術』的なエアリスクの『カメラ等』について、現在の議論はカメラが主体で議論がされているのか、カメラを含む電波式などの他の方式が主体なのか。また、無人航空機のカメラでのDAAの実現可能性などの研究は諸外国で行われているのか。」
· 世界的な動向としては、カメラ（ビジョン）が主ということはない。機体搭載センサ等によるDAA技術は、ASTMで規格化が進んでおり、複数の技術方式に関して複数の企業が研究開発を行っている。一方で、実際に実施されているBVLOS運航では、戦術的なエアリスク対策としてはADS-Bが成功している。例えば、そらいいな殿からの説明でもあったが、Ziplineでは米国での運用において、ADS-Bと音響探知を組み合わせたDAAを開発し実装している。現在は新型機への置き換えにより、同DAAの運用は終了している。

· 「万博でのリモートIDの搭載義務化について、リモートIDの電波が出ていること自体の確認などは実施されたのか。現行の制度では『リモートIDの搭載』までで、電波が適切に発信されているか、距離が届くかどうかなどは検証する制度はない認識。このあたりのリスクアセスメントなどはどのように判断したのか。また、意図しない飛行の監視は機能していたのか。」
· 万博運航管理でのリモートID受信情報はあくまでも参考情報として使用していた。運航管理を実施した際には、現地での目視確認も合わせて電波発信を確認した。現行制度では、運用時に必要性能が出ているかの検証はされていないというのは同様理解。元々リモートIDはセキュリティ対処目的で導入されているので、飛行安全への活用においては追加の基準が必要と考えられる。

· 「民間のADS-Bサービスは設置要件として、一般ユーザーが設置し、そのデータを利用している認識だが、設置要件や数、設置環境などはあまり重要ではなく、結果的に現れる精度が重要ということか。それを補完するため、自社で受信機を設置することも重要との見解が示されたと思うが、いかがか。」
· 信頼できる監視サービスとするためには、カバーできている空域がどこまでかを明らかにする必要がある。これは既存の民間受信サービスでは実現できていないため、今後の課題となる。一方で、カバーされている範囲が保証されずとも、安全対策としてのプラス効果はあると考えられるため、どのような手段で安全効果（リスク低減度合い）を証明するかが課題と考えている。受信機を自前で設置する際にも同様課題が生じるため、設置位置から自動的にカバー範囲（見通し）を割り出す等の自動化が必要と考えられる。

· 「DAAの活用について、ADS-Bのみではなく、トランスポンダーの電波強度等を参考に衝突回避を実現することはできないのか。これが可能なら有人機への負担も少なく確立しやすいと感じた。」
· トランスポンダー信号の電力で近接航空機の有無を判断する手法は存在するが、距離精度が低いため、閾値を安全側に振らざるを得ず、いわゆる誤検知が課題となる。

· 「FLARMは技的も通っており、100台程度運用予定である。」
· 情報提供感謝する。グライダーに普及するということだと認識。ドローンが直接FLARM信号を受信する機能を有してはおらず、搭載可能な受信機もないため、まずは地上（滑空場等の拠点）に設置した受信機で取得した情報をUTMに共有していただければ、ドローン運航者に伝達できるようになる。是非、UTMへの連携をお願いしたい。

· 「航空機の最低安全高度について、81条の2のただし書きが適用される機体であるドクターヘリ等では、口頭で申請が行われているとの理解。特に災害現場上空において、今後ドローンを活用していくことを考えると、この調整について課題はないか。」
· 法令で定める捜索又は救助活動をする航空機に対し、最低安全高度は適用除外、つまり口頭での申請は不要である。しかし、災害地周辺では多数の適用除外航空機やドローンの空域コントロールが自衛隊等でなされるので、その場合は口頭申請も実施している。災害時など最低安全高度未満の空域において、ドローンと上記の適用除外航空機との衝突防止は、第一に動態監視のシステム実装が肝要と考える。

· 「そらいいな社のように繰り返し運航を日常的に実施する空域では、大阪万博の大阪フライトサービスのようなフライトサービスを設置して、運航情報を放送したり、周辺を飛行する飛行空気から無人機の情報を入手したりするのに有効だと思われるため、AIS JAPANで公開される『AIC 011/25飛行場等の周辺を有視界飛行方式により飛行する場合の安全対策について』を参照するとよい。」
· ドローン運航の普及のためには、コスト低減が重要。既存のフライトサービスのように人が張り付いている必要がある仕組みは、一時的な対応にはよいと思うが、定常運用は困難である。UTMと連携した自動化サービスとして、同様機能を実現するような仕組みを検討したい。

· 「有人機の操縦者はNOTAMやDIPS情報をも元に、どのように気を付けて飛行することが、よりエアリスクの低減につながると考えられるか。」
· 現在の技術や仕組みでは、NOTAMやDIPSの情報だけに基づいて有人航空機パイロットが安全を担保することは困難である。ドローン側に対応してもらうことが重要。

以上
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